
   府中市住宅嵩上工事等補助金交付要綱 
 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、内水浸水による府中市内の家屋の被害を防止又は軽減するため、

住宅の嵩上げ工事等を行う者に対し、予算の範囲内において、その工事費の一部につ

いて補助金（以下「補助金」という。）を交付することについて、府中市補助金交付規

則（昭和５７年規則第１６号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、必要な事

項を定めるものとする。 

（用語の定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定め

るところによる。 

⑴ 住宅 １階部分の床面積の２分の１以上を居住の用に供する一戸建ての住宅、長

屋建て、共同住宅及び蔵、倉庫（住宅と同様のものに限る）。ただし、次に掲げるも

のを除く。 

 ア 販売を目的とした建築物 

 イ 国及び地方公共団体、独立行政法人（独立行政法人通則法（平成１１年法律第

１０３号）第２条第１項に規定する独立行政法人をいう。）、地方独立行政法人（地

方独立行政法人法（平成１５年法律第１１８号）第２条第１項に規定する地方独

立行政法人をいう。）、その他国又は地方公共団体の設立、出資等に係る法人の所

有に属する建築物。 

 ⑵ 嵩上げ工事 既設住宅の基礎及び床面又は床面を既存の高さより高くする工事 

 ⑶ 盛土工事 既設住宅の敷地に盛土をして、地盤の高さを上げる工事 

（補助対象事業） 

第３条 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、次に掲げ

るものとする。 

 ⑴ 嵩上げ工事 

 ⑵ 盛土工事 

（補助対象者） 

第４条 補助金の交付の対象となる者は、過去に浸水被害が発生した地域において補助

対象事業を行う住宅の所有者又は使用者とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する者は、補助金の交付対象

者としない。 

⑴ 市税等、水道料金、下水道使用料、下水道事業受益者負担金を滞納している者 

⑵ 次に掲げるいずれかに該当する者 

 ア 府中市暴力団排除条例（平成２４年条例第２号）第２条第１号に規定する暴力



団（以下「暴力団」という。）、同条第２号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」

という。）又は同条第３号の規定による公表が現に行われている者 

 イ 暴力団又は暴力団員と密接な関係を有する者 

⑶ その他下水道事業管理者の権限を行う市長（以下「管理者」という。）が不適当と

認めた者 

（補助金の額） 

第５条 補助金の額は、予算の範囲内で補助対象事業に必要な費用（消費税及び地方消

費税を含む。）に２分の１を乗じて得た額で２００万円を上限とする。ただし、得られ

た額に千円未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てることとする。 

（補助金交付申請） 

第６条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、補助対象事業

着手前に、府中市住宅嵩上工事等補助金交付申請書（別記様式第１号）に、次の各号

に掲げる書類を添えて管理者に提出しなければならない。 

⑴ 住宅の所有者を明らかにする書類（登記事項証明書、固定資産評価証明書等） 

⑵ 工事設計図（位置図、平面図、嵩上げ前後の断面図、構造図等） 

⑶ 確認申請の確認済証の写し（ただし、建築確認が必要ない物件は不要） 

⑷ 工事見積書又は見積書の写し 

⑸ 嵩上げ工事予定場所の写真（既存住宅の道路からの地盤の高さと住宅の床下まで

の高さがわかるもの） 

⑹ 誓約書（別記様式第２号） 

⑺ 市税等の完納証明書 

⑻ 申請者が土地所有者及び建物所有者と異なる場合にあっては住宅嵩上工事等承諾

書（別記様式第３号） 

⑼ 申請者以外の者が申請する場合においては、委任状（別記様式第４号） 

⑽ その他管理者が必要と認める書類 

 （交付決定及び通知） 

第７条 管理者は、前条の申請があったときは、当該申請に係る書類を審査し、補助金

を交付すべきものと認めたときは、補助金の交付の決定をし、その旨を府中市住宅嵩

上工事等補助金交付決定通知書（別記様式第５号）により、当該申請者に通知するも

のとする。 

２ 前項の審査により、補助金を交付することが不適当と認めたときは、補助金の不交

付の決定をし、その旨を府中市住宅嵩上工事等補助金不交付決定通知書（別記様式第

６号）により、当該申請者に通知するものとする。 

（計画の変更等） 

第８条 補助金の交付の決定を受けた者（以下「補助事業者」という。）が、補助対象事



業の内容を変更し、又は補助対象事業を中止し、若しくは廃止しようとするときは、

府中市住宅嵩上工事等補助金交付申請変更承認申請書（別記様式第７号）を管理者に

提出しなければならない。 

２ 管理者は、前項の申請があったときは、変更内容を審査のうえ、変更することが適

当と認めたときは、府中市住宅嵩上工事等補助金交付申請変更承認通知書（別記様式

第８号）により通知するものとする。 

３ 前項の審査により、変更することが不適当と認めたときは、府中市住宅嵩上工事等

補助金交付申請変更不承認通知書（別記様式第９号）により通知するものとする。 

（実績の報告） 

第９条 補助事業者は、補助対象事業が完了した日から３０日以内又は交付決定を受け

た日が属する年度の２月末日のいずれか早い日までに、府中市住宅嵩上工事等補助金

実績報告書（別記様式第１０号。以下「実績報告書」という。）に次に掲げる書類を添

えて管理者に提出しなければならない。 

⑴ 工事請負契約書の写し 

⑵ 施行前、施工状況及び施行後の写真 

⑶ 支払額を証明する書類（領収書等の原本） 

⑷ その他管理者が必要と認める書類 

（補助金交付額の確定） 

第１０条 管理者は、前条の規定による実績報告書の提出を受けた場合において、当該

実績報告書等の書類の審査及び必要に応じて現地確認を行い、適正と認めたときは、

補助金の交付額を確定し、府中市住宅嵩上工事等補助金交付額確定通知書（別記様式

第１１号）により補助事業者にその旨を通知するものとする。 

（補助金の交付） 

第１１条 補助事業者は、府中市住宅嵩上工事等補助金交付額確定通知書を受けたとき

は、当該年度内に府中市住宅嵩上工事等補助金交付請求書（別記様式第１２号）を管

理者に提出しなければならない。 

２ 管理者は、補助事業者の請求に基づき、補助金を交付するものとする。 

（補助金交付の取消し及び返還） 

第１２条 管理者は、補助事業者が規則に定めるもののほか、次の各号のいずれかに該

当すると認めるときは、補助金の交付決定を取り消し、また、既に交付した補助金を

返還させることができる。 

 ⑴ 虚偽その他の不正の手段により、補助金の交付決定又は交付を受けたとき 

 ⑵ 正当な理由がなく、補助対象事業を著しく遅延し、完了の見込みがないと認めら

れるとき 

 ⑶ 前２号に掲げるもののほか、規則又はこの要綱の規定に違反したとき 



（補助金の交付の制限） 

第１３条 補助金の交付は、一つの住宅等について１回のみとする。ただし、補助事業

後に浸水被害があった場合は、この限りではない。 

（補助事業者の責務） 

第１４条 補助金の交付決定を受けて住宅嵩上工事等を行ったことにより、補助事業者

又は第三者に事故、紛争等が生じても、管理者はいかなる責めを負わない。 

２ 住宅嵩上工事等を行った後に住宅等への浸水被害が発生した場合において、管理者

はいかなる責めを負わない。 

３ 補助事業者が、住宅嵩上工事等を行った住宅等を第三者に譲渡するときは、譲渡を

受ける者に前２項の内容を承継させなければならない。 

（その他） 

第１５条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、管理者が

別に定める。 

 

   附 則 

 この要綱は、令和３年８月１日から施行する。 


